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4月
（卯月） APRIL
29日・昭和の日

収入印紙は、契約書や領収書等の印紙税の
課税文書に貼付される他、国の各種手数料の
納付などにも使用されます。平成22年度予算
の印紙収入は1兆240億円で、国税（38兆1,723
億円）全体の2.68％を占めていますが、電子
手形等ネット社会でのペーパーレス化に伴
い、今後、印紙収入の減少が予想されます。

国　税／3月分源泉所得税の納付 4月11日
国　税／2月決算法人の確定申告(法人税・消費税等)

5月2日
国　税／8月決算法人の中間申告 5月2日
国　税／5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 5月2日
地方税／給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

4月15日
地方税／固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

4月中において市町村の条例で定める日
地方税／土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

4月1日〜4月20日
または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／軽自動車税の納付
4月中において市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（1月〜3月分） 5月2日

収入印紙
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事
業
者
は
、
常
時
使
用
す
る
労
働

者
に
対
し
、
労
働
安
全
衛
生
法
に
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
毎
年
一
回
、

医
師
に
よ
る
一
般
健
康
診
断
（
以
下

「
健
診
」
と
い
う
）
を
行
わ
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

さ
ら
に
、
平
成
二
十
年
四
月
以
降

は
、
メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム

（
内
臓
脂
肪
症
候
群
）
に
着
目
し
た
特

定
健
康
診
査
と
特
定
保
健
指
導
も
医

療
保
険
者
（
健
康
保
険
、
健
康
保
険

組
合
、
国
民
健
康
保
険
な
ど
、
以
下

同
じ
）
に
義
務
づ
け
ら
れ
ま
し
た
。

以
下
、
こ
の
健
診
に
か
か
る
費
用

及
び
健
診
に
要
し
た
時
間
の
賃
金
の

取
扱
い
に
つ
い
て
、
Ｑ
Ａ
形
式
で
説

明
い
た
し
ま
す
。

定
期
健
康
診
断

定
期
健
康
診
断
に
お
い
て
、
実
施

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
項
目
に
つ
い

て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

事
業
者
は
、
常
時
使
用
す

る
労
働
者
に
対
し
、
一
年
以

内
ご
と
に
一
回
、
定
期
に
次
の
項
目

に
つ
い
て
、
医
師
に
よ
る
健
康
診
断

を
実
施
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
③
、
④
、
⑥
〜
⑨
、
⑪
に

つ
い
て
は
、
医
師
が
必
要
で
な
い
と

認
め
る
と
き
は
、
省
略
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

①
　
既
往
歴
及
び
業
務
歴
の
調
査

②

自
覚
症
状
及
び
他
覚
症
状
の

有
無
の
検
査

③

身
長
・
体
重
・
腹
囲
・
視

力
・
聴
力
の
検
査

④

胸
部
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
及
び

喀
痰
検
査

⑤
　
血
圧
の
測
定

⑥
　
貧
血
検
査

⑦
　
肝
機
能
検
査

⑧
　
血
中
脂
質
検
査

⑨
　
血
糖
検
査

⑩
　
尿
検
査

⑪
　
心
電
図
検
査

特
定
業
務
従
事
者
に
か
か
る
健

診

有
害
業
務
に
従
事
す
る
労
働
者
に

つ
い
て
、
注
意
す
べ
き
こ
と
は
あ
り

ま
す
か
。

一
定
の
有
害
な
業
務
に
常

時
従
事
す
る
労
働
者
に
つ
い

て
は
、
業
務
へ
の
配
置
替
え
の
際
及

び
六
カ
月
以
内
ご
と
に
一
回
、
定
期

的
に
前
記
の
項
目
に
つ
い
て
、
健
診

を
実
施
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

短
時
間
労
働
者
に
か
か
る
健
診

健
診
は
、
短
時
間
労
働
者
に
も
実

施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
。

事
業
者
は
、
以
下
の
要
件

を
満
た
し
た
常
時
使
用
す
る

短
時
間
労
働
者
に
対
し
て
は
、
健
診

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

①

期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契

約
に
よ
り
使
用
す
る
労
働
者

（
有
期
契
約
労
働
者
で
あ
っ
て
、

契
約
期
間
が
一
年
（
一
定
の
有

害
業
務
に
従
事
す
る
人
に
つ
い

て
は
六
カ
月
。
以
下
同
じ
）
以

上
で
あ
る
労
働
者
並
び
に
契
約

更
新
に
よ
り
一
年
以
上
使
用
す

る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
労
働

者
及
び
一
年
以
上
引
き
続
き
使

用
し
て
い
る
労
働
者
を
含
む
）

で
あ
る
こ
と
。

②

一
週
間
の
労
働
時
間
数
が
、

そ
の
事
業
場
に
お
い
て
同
種
の

業
務
に
従
事
す
る
通
常
の
労
働

者
の
四
分
の
三
以
上
あ
る
こ
と
。

な
お
、
週
所
定
労
働
時
間
数
が
、

そ
の
事
業
所
の
同
種
の
業
務
に
従
事

す
る
通
常
の
労
働
者
の
四
分
の
三
未

満
で
あ
る
短
時
間
労
働
者
で
あ
っ
て

も
、
前
記
①
の
要
件
に
該
当
し
、
週

の
所
定
労
働
時
間
数
が
そ
の
事
業
所

の
同
種
の
業
務
に
従
事
す
る
通
常
の

労
働
者
の
週
所
定
労
働
時
間
数
の
概

ね
二
分
の
一
以
上
で
あ
る
人
に
は
、

健
診
を
実
施
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
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3 4月号

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

健
診
に
か
か
る
費
用

健
診
に
か
か
る
費
用
は
、
事
業
者

が
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で

す
か
。

健
診
の
費
用
は
、
法
律
で

健
診
の
実
施
が
義
務
づ
け
ら

れ
て
い
ま
す
の
で
、
当
然
事
業
者
負

担
と
な
り
ま
す
。

一
方
、
一
般
健
診
の
受
診
の
た
め

に
要
し
た
時
間
に
つ
い
て
の
賃
金
の

支
払
い
は
、「
一
般
的
な
健
康
の
確
保

を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
事
業
者

に
そ
の
実
施
義
務
を
課
し
た
も
の
な

の
で
、
業
務
遂
行
と
の
関
連
に
お
い

て
行
わ
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
よ
っ

て
健
診
に
要
し
た
時
間
に
つ
い
て
は
、

当
然
に
事
業
者
が
負
担
す
べ
き
も
の

で
は
な
く
、
労
使
間
の
協
議
に
よ
っ

て
定
め
る
べ
き
も
の
で
あ
る
」
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
労
働
者
の
健
康
の
確
保

は
、
事
業
の
円
滑
な
運
営
の
不
可
欠

な
条
件
で
あ
る
こ
と
を
考
え
る
と
、

受
診
に
要
し
た
時
間
の
賃
金
を
事
業

者
が
支
払
う
こ
と
が
望
ま
し
い
と
い

え
る
で
し
ょ
う
。

特
殊
健
診
に
か
か
る
費
用

特
殊
健
診
に
か
か
る
費
用
は
、
事

業
者
が
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

の
で
す
か
。特

殊
健
診
は
、
特
定
の
有

害
な
業
務
に
起
因
す
る
病
気

に
よ
る
健
康
障
害
を
予
防
す
る
た
め

に
、
そ
れ
ら
の
業
務
に
従
事
す
る
労

働
者
に
つ
い
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
か

ら
事
業
者
に
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま

す
。
し
た
が
っ
て
、
特
殊
健
診
に
要

す
る
費
用
は
、
当
然
事
業
者
負
担
と

な
り
ま
す
。

一
方
、
特
殊
健
診
に
要
し
た
時
間

は
労
働
時
間
と
解
さ
れ
ま
す
の
で
、

所
定
労
働
時
間
内
に
行
う
こ
と
が
原

則
と
な
り
ま
す
。
こ
の
特
殊
健
診
が

法
定
労
働
時
間
外
に
行
わ
れ
た
場
合

に
は
、
割
増
賃
金
を
支
払
わ
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

受
診
後
の
再
検
査
等
に
か
か
る

費
用

受
診
後
、
再
検
査
等
が
必
要
と
さ

れ
た
場
合
の
費
用
負
担
は
、
ど
の
よ

う
に
な
り
ま
す
か
。

健
診
後
の
再
検
査
や
精
密

検
査
は
、
診
断
の
確
定
や
症

状
の
程
度
を
明
ら
か
に
す
る
も
の
で

す
の
で
、
健
診
に
は
含
ま
れ
な
い
も

の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、

そ
の
再
検
査
ま
た
は
精
密
検
査
が
事

業
者
に
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
わ
け

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
健
診
の
結
果
、
有
所
見
と

医
師
等
が
診
断
し
、
再
検
査
ま
た
は

精
密
検
査
が
必
要
と
さ
れ
た
労
働
者

が
再
検
査
・
精
密
検
査
等
を
受
診
し

た
場
合
、
そ
の
検
査
等
に
要
す
る
時

間
に
か
か
る
賃
金
を
誰
が
負
担
す
る

か
に
つ
い
て
の
法
令
上
の
定
め
は
あ

り
ま
せ
ん
の
で
、
こ
の
場
合
は
労
使

間
の
協
議
ま
た
は
就
業
規
則
等
に
よ

り
定
め
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
健
診
で
要
再
検
査
ま
た
は

要
精
密
検
査
と
判
定
さ
れ
た
場
合
は
、

病
気
の
可
能
性
が
あ
る
と
思
わ
れ
ま

す
の
で
、
医
療
機
関
で
受
診
す
る
よ

う
勧
め
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指

導
に
か
か
る
費
用

特
定
健
康
診
査
や
特
定
保
健
指
導

の
費
用
は
、
誰
が
負
担
す
る
の
で
す

か
。

特
定
健
康
診
査
は
、
糖
尿

病
等
生
活
習
慣
病
の
有
病
者

や
予
備
群
の
減
少
を
目
的
に
、
メ
タ

ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
の
概
念
を

導
入
し
、
保
健
指
導
を
必
要
と
す
る

人
を
早
期
に
発
見
す
る
た
め
の
診
査

で
す
。

そ
の
特
定
健
康
診
査
に
要
す
る
費

用
は
、
医
療
保
険
者
が
、
毎
年
度
、

特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画
に
基
づ

き
決
定
し
て
い
ま
す
が
、
そ
の
費
用

を
誰
が
負
担
す
る
か
の
法
的
な
定
め

は
あ
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
受
診
に
要

し
た
時
間
に
か
か
る
賃
金
に
つ
い
て

は
、
事
業
者
に
支
払
義
務
は
あ
り
ま

せ
ん
。

特
定
保
健
指
導
は
、
特
定
健
康
診

査
の
結
果
か
ら
、
生
活
習
慣
病
の
リ

ス
ク
が
高
い
人
の
う
ち
、
改
善
に
よ

り
予
防
効
果
が
期
待
で
き
る
人
に
対

し
て
、
生
活
習
慣
を
見
直
す
サ
ポ
ー

ト
を
行
う
も
の
で
す
。

特
定
保
健
指
導
に
要
す
る
費
用
は

医
療
保
険
者
が
決
め
、
受
診
に
要
し

た
時
間
に
か
か
る
賃
金
に
つ
い
て
は

事
業
者
に
賃
金
支
払
の
義
務
は
あ
り

ま
せ
ん
。
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4月号 4

就
業
規
則
な
ど
で
、
か
つ
て
被
保

険
者
で
あ
っ
た
社
員
に
つ
い
て
も
ボ

ー
ナ
ス
等
を
支
給
す
る
旨
を
定
め
て

い
る
場
合
の
保
険
料
徴
収
に
関
す
る

取
扱
い
は
、次
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

①

社
会
保
険
（
健
康
保
険
・
厚
生

年
金
保
険
）
の
場
合
は
、〝
被
保

険
者
〟
が
賞
与
等
を
受
け
た
月
に

お
い
て
、
そ
の
賞
与
等
の
額
に
基

づ
き
決
定
す
る
と
規
定
し
て
い
ま

す
。
し
た
が
っ
て
、
ボ
ー
ナ
ス
等

の
支
給
日
に
、
す
で
に
被
保
険
者

資
格
を
喪
失
し
て
い
る
（
在
籍
し

て
い
な
い
）
人
に
対
し
て
支
給
す

る
定
め
を
し
て
も
、
保
険
料
は
徴

収
さ
れ
ま
せ
ん
。

②

雇
用
保
険
は
、
事
業
主
が
労
働

の
対
価
と
し
て
支
払
っ
た
賃
金
及

び
未
払
い
（
確
定
し
た
）
賃
金
等

が
保
険
料
賦
課
の
対
象
と
な
り
ま

す
の
で
、
保
険
料
は
徴
収
さ
れ
ま

す
。

妊産婦が離職したとき

妊産婦が離職した場合は、基本手当の
受給期間（離職の日の翌日から１年間）
の延長申請をするとよいでしょう。この
手続きをすることにより、原則１年の受
給期間に３年が加算されて、最大で４年
間の中で働くことができるようになった
ときに、住所地のハローワークに受給手
続きと求職の申込みをすれば、基本手当
を受けることができます。

基本手当は、受給期間が経過してしま
うと、たとえ所定給付日数が残っていて
も打ち切りとなりますので、注意すると
よいでしょう。

手続きは、出産・育児などのため退職
し、引き続き30日以上仕事に就くことが
できなくなった日の翌日から１カ月以内
に、受給資格者証（または離職票）を添
付して、「受給期間延長申請書」を住所地
のハローワークに提出することにより行
います（代理人または郵送等可）。

兼務役員の保険関係

株式会社の代表取締役、特例有限会社を
代表する取締役は、雇用保険の被保険者と
なることはできません。ただし、代表権を
持たない取締役等であって、同時に部長、
支店長、工場長等従業員としての身分を有
し、報酬支払等の面から見て、労働者的性
格の強い人で、雇用関係があると認められ
る人（兼務役員）については、被保険者と
して取扱われます。

具体的に、労働者的性格の有無は、次の
事項を参考として総合的に判断しているよ
うです。
① その人に支払われる役員報酬と賃金と
を比較して、賃金として支払われる額の
方が多額（51％以上）であること。

② 一般の労働者と同様に就業規則等が適
用されること。
兼務役員については、所轄ハローワーク

にその旨の届出（「兼務役員雇用実態証明

書」などといい担当窓口に置いてある）を
して、兼務役員であることを認めてもらう
必要があります。その確認のための資料と
して、登記簿謄本、就業規則、給与規程、
労働者名簿、賃金台帳、出勤簿、人事組織
図、定款、株主総会議事録および取締役会
議事録（役員報酬の支給額の資料となるも
の）等の書類の提示を求められることがあ
ります。

兼務役員であることが認められたときに
は、給与として支給されている部分につい
て、その範囲内で保険料が徴収され、離職
したときには一般被保険者としての給付が
受けられます。

これは、労災保険についても同様です。
労災保険の給付の対象となるのは、あくま
で労働者的性格の強い業務に従事していた
間の事故であり、役員本来の業務に従事し
ていた間の事故については、給付は行われ
ません。�

離
職
後
に
賞
与
等
を
支
給
す
る
と
き


